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２ カナダ                Canada 

 

<2004年> 

人口 3,195万人 財政会計年度 ４月～３月

(日本の約１/４)
為替制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 31,018ドル 通貨  カナダ・ドル

産業構造(ＧＤＰ構成比) １次産業  2.2％
1米ドル＝1.30カナダ・ドル

２次産業  26.9％ 面積 998.5万k㎡ (日本の約26倍)

３次産業  70.8％
 

 経済成長率
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<カナダ経済のこれまで>

＜2005年の経済＞ 

2005年の経済成長率は、３％弱となる見込みである（政府見通し2.9％、民間機関25社の平均

2.9％（05年10月時点））。05年前半のカナダ経済は、１～３月期は雇用環境の改善に伴う所得の

伸びと低金利を背景に個人消費は堅調だったことにより、前期比年率2.1％となった。４～６月

期には引き続き堅調な個人消費と、４四半期ぶりにプラスとなった純輸出により、同3.2％とな

った。カナダ・ドル増価にもかかわらずアメリカ等の堅調な外需により輸出は拡大を続けた一

方で、輸入の伸びが鈍化したことから純輸出はプラスに転じた。また、在庫投資についてもマ

イナスが続いており、在庫調整局面が続いている。 

カナダ・ドルは04年10～12月期から対米ドルで増価しており、輸出への影響が懸念されてい

る。エネルギー価格の高騰により、原油や天然ガス等のエネルギー産業の輸出は好調に推移し

ているものの、その他の産業では価格競争力の低下から、７～９月期の企業景況感調査では売

上拡大を見込む企業は減少していることから05年は昨年比で輸出の伸びは鈍化するとみられる。 
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94～03年 2004年 2005年 2006年
政府 ＯＥＣＤ ＩＭＦ 政府 ＯＥＣＤ ＩＭＦ

実質ＧＤＰ 前年比％ 3.5 2.9 2.9 3.0 2.9 3.1 3.2 3.2
  個人消費 同上 3.2 3.4 － 4.0 4.0 － 2.9 3.2 2005年
  民間投資 同上 5.2 6.9 － 5.7 5.7 － 2.8 4.0 平均 2.9
鉱工業生産 同上 3.3 3.3 － － － － － － 最大 3.2
消費者物価 同上 1.9 1.9 － 2.4 2.2 － 2.4 2.5 最小 2.7
失業率 ％ 8.4 7.2 7.2 6.8 6.8 7.0 6.6 6.7
経常収支 億米ドル 221 － 199.0 167.0 － 301.0 195.0 2006年

(ＧＤＰ比) ％ (2.2) － 1.8 1.5 － 2.5 1.7 平均 3.0
財政収支 億米ドル 12.5 － － － － － － 最大 3.6

(ＧＤＰ比,年度) ％ (0.1) － 1.3 0.5 － 0.9 0.3 最小 2.4
政府債務残高 億米ドル 5,425 － － － － － －
(ＧＤＰ比,年度末) ％ (54.7) － － 43.9 － － 41.3

カナダの主要経済指標

民間機関

実質ＧＤＰ

（25社）

（備考）1. カナダ統計局。ただし鉱工業生産はＩＭＦ“International Financial Statistics”(2005年９月)、財政収支

           及び政府債務残高は“Fiscal Reference Tables”(2005年９月)、政府見通しはカナダ財務省“Budget
                       2005”(2005年２月)、国際機関の見通しはＯＥＣＤ“Economic Outlook ”(2005年11月）、ＩＭＦ“World
　　　　　 Economic Outlook”（2005年９月）による。
　　　　2．政府見通しの実質ＧＤＰは、政府が発表した民間機関見通しの平均。
　　　　3. ＯＥＣＤ、ＩＭＦ見通しの民間投資は、総固定資本形成。また、財政収支、政府債務残高は暦年。
　　　　4．政府債務残高の実績値は中央政府のグロス値、見通しのＩＭＦは一般政府のネット値。

 

＜2006年の経済見通し＞ 

 06年は３％程度の比較的堅調な成長が見込まれる（ＯＥＣＤ見通し3.2％（05年11月）、民間

機関25社の平均3.0％（05年10月時点））。 

成長を支える要因としては、堅調な国内需要及び世界経済の需要の回復に伴う輸出増による

企業収益の増加、エネルギー製品輸出の伸びが挙げられる。 

下方リスクとして、カナダ・ドル増価による輸出の減少や、マイナスとなった家計貯蓄率の

持続可能性、原油高継続による物価上昇圧力の高まりが挙げられる。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

 カナダ政府は94年度から本格的な財政再建に取り組んでおり、97年度以降財政収支は８年連

続で黒字となっている。また累積赤字削減に向けた取組も行われており、95年度に68.4％とピ

ークだった累積赤字のＧＤＰ比は、04年度には38.7％に減少している。また、カナダ政府は04

年度予算から、少子高齢化社会に対応するため、14年度までに累積赤字をＧＤＰ比25％にする

という新たな目標を掲げており、それは05年度予算においても継承されている。 

カナダ中央銀行は、05年９、10月の金融政策会合で約１年ぶりに利上げを行い、オーバーナ

イト政策金利をそれぞれ0.25％ポイント引上げ、3.00％とした。この背景について、10月の政

策決定後、カナダ中央銀行は声明の中で、「国内経済は潜在成長率に近い水準で推移している。

この状況は07年まで持続すると予想しているが、エネルギー価格の高騰によるインフレの懸念

（06年４～６月期までに消費者物価指数（総合）が前年同月比約３％の上昇を予想）もあり、

中期的な物価目標が遵守される必要がある。」と利上げ決定を説明している。また、「さらに今

後１、２年は金融緩和を解除していく必要がある」とも述べており、今後も利上げを継続する

可能性を示唆している。 

今後の政策運営においては、原油や天然ガス価格の上昇よるインフレ懸念を注視していくと

している。 
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